




第2四半期の売上高は、1兆727億円（前年同期比+3.2％）の増収
営業利益は、558億円（前年同期比+7.6％）の増益
税引前利益は、555億円（前年同期比+10.8％）の増益
当期利益は、339億円（前年同期比+21.0％）の増益となりました。

第2四半期にMFPハードが大きく伸長し、
PP（プロダクション・プリンター）、ITサービス、産業も
上期を通じて堅調に拡大しました。

上期利益達成を踏まえ、通期業績見通しは変更しません。

上期配当金は予定どおり前年同期増配となる
17円に決定いたしました。



2Q累計の売上高は1兆727億円（前年同期比+2.3％）、
為替影響を除くと前年同期比+0.3％の増収となりました。

2QにMFPハードの販売が拡大したことに加え、
上期を通してPP（プロダクションプリンティング）、
NSS（ネットワークシステムソリューション）、産業が
堅調に拡大した結果です。

2Q累計の営業利益は558億円と前年同期比+7.6％の増益となりました。

カラーMFPの販売増加によるミックス改善などで
粗利率が40.4％から41.6％に改善しました。

加えて、構造改革効果と為替影響も前年同期比で寄与しています。

売上高は見通しを若干下回ったものの、
高付加価値製品のカラーMFP増加に加えて、構造改革効果などにより
利益見通しを達成できました。

2Qは、下期に向けてよいモメンタムになっていると思います。



＜構造改革＞

構造改革による効果は、予定どおり133億円となりました。

内訳は、前年度費用86億円、それに伴う効果47億円、合計して133億円です。

＜販売減＞

販売は、-50億円の減益となりました。1Qは-39億円、2Qは-11億円と
回復基調になりつつあります。

カラーMFPの販売拡大によるハードのミックス改善は増益に効いていますが
前年度末の増税前特需の反動減、さらに新製品ノンハードの積みあがりの遅れ、
および価格下落が減益に効いています。

＜コストダウン＞

製品原価低減の活動で、15億円（1Q：5億円、2Q：10億円）の利益を
創出しました。これはほぼ予定どおりです。

＜研究開発費＞

研究開発費は1Qで10億円増加しましたが、計画どおりの支出です。

＜その他経費＞

その他経費は、前年同期比で118億円増加していますが、予定どおりの支出です。

M&Aを含むサービス事業の体制強化、新興国の販売強化、タイでの生産体制強化
などにより経費が増えました。さらに、インダストリと半導体の新会社
設立に伴う費用や、昇給・賞与増加による費用も増えています。

以上に為替による増益効果の影響が+70億円効いて、
営業利益558億円（前年同期比+7.6％）となりました。



営業利益、営業利益率は1Qから改善しています。

営業利益、営業利益率は前年同期比で改善基調を継続しています。

販管比率は、戦略的な体制拡大費用を使いながら安定的に
推移しています。



売上高は9,550億円（前年同期比+3.4％）の増収、
為替除くと+0.2％の増収となりました。

＜オフィスイメージング＞

2Q累計の売上高は7,220億円（前年同期比+2.0％）、
為替除くと-1.4％の減収となりました。
ただし、2Q（7-9月の3ヶ月）は+1.6％とプラス成長に回復しています。
MFP・プリンターハードの伸長、さらに欧州でのハード販売もプラス成長に
回復していることが要因です。

＜プロダクションプリンティング＞

2Q累計の売上高は889億円（前年同期比+7.2％）、
為替除くと+3.0％の増収となり、堅調に拡大しています。

＜ネットワークシステムソリューション＞

2Q累計の売上高は1,441億円（前年同期比+8.2％）、
為替除くと+6.9％の増収となりました。
ドキュメント・ITなどのサービス事業の売上は全世界で好調に拡大しています。

IFRSベースで、2Q累計営業利益は前年同期比で減益となりました。
M&Aなどの戦略的体制拡大、昇給・賞与などの費用の増加が要因です。
ただし、前年上期はIFRS対応の費用調整の影響で利益が増加しているため、
通期では影響がなく、実体として減益ではありません。



2Qハードは前年同期比+5％となりました。

2Qノンハードは前年同期比-1％となりました。
1Qの-4％から回復基調に転じました。

ハードの回復により、ノンハードも回復基調に転じており、
下期にさらなる回復を期待しています。



＜日本＞

前年同期比で減収、減益となりました。

前年のWindowＸＰ置換特需の反動減が一番大きな要因です。

２ＱはＭＦＰハードが好調でオフィスイメージングは増収に転じています。

利益は、ＩＦＲＳの影響で減益に見えています。

＜米州＞

前年同期比で増収・増益を着実に達成しています。

２ＱはＭＦＰハードの好調な拡大で画像＆ソリューション分野も
増収に転じています。

買収したmindSHIFT社の貢献でＩＴサービスも大きく拡大しています。

営業利益率も改善しており、２年前に手がけた構造改革も
昨年、今年と確実に貢献しています。



＜欧州・中東・アフリカ＞

前年同期比で増収・増益となりました。

２ＱはＭＦＰハードがプラスに転換し回復が進んでおり、
ＩＴサービスの売上も引続き拡大しています。

１Ｑの営業利益は、ＩＦＲＳベースで比較しても増益になっていますが、
前年１Ｑの構造改革費用５８億円を除くと減益となります。
構造改革はほぼ完了しており、この効果が下期以降出てくることが
期待できます。

＜その他＞

前年同期比で増収・増益となりました。

ＭＦＰが全般的に各地域で堅調に拡大し、ＩＴサービスも堅調に
推移しています。特にインドでのＩＴサービスは、昨年に引続き
今年も着実な拡大をしています。

また、ＭＦＰハードの拡大により、タイと中国の工場における
ＭＦＰの生産利益が増加しており、営業利益も拡大しています。



売上高は570億円（前年同期比+5.8％）、
為替を除くと+3.2％の増収となりました。

営業利益は25億円、前年同期比で2億円の減益となりました。
2Ｑに産業分野の新会社設立に関連した費用が発生した影響です。

売上では、サーマル、光学、ＩＪ（インクジェット）などが売上拡大に
貢献しましたが、電装部品で海外特需が２Ｑでなくなり一部減収となりました。



売上高は606億円（前年同期比-1.1％）で6億円の減収となりました。

営業利益は昨年の-5億円から1億円の黒字に回復しました。
１Ｑで-11億円でしたが、２Ｑで+13億円となり、
結果1億円の黒字となりました。

減収は、デジカメの一眼レフやミラーレスが市場環境の悪化で
伸び悩んだことによりますが、中判カメラの「645Ｚ」、
高級コンパクトカメラの「ＧＲ」などは販売価格を維持しながら
堅調に推移しています。

その他分野の増益の中でカメラ分野も貢献しており、
それ以外にはリースの増益効果が寄与しました。



資産合計は26,325億円、前年度末比で359億円の増加となりました。

主な増加要因は、流動資産の中の棚卸資産が176億円増加したことです。
これは、前年度末の大幅売上増により在庫が過少となったため
期初に在庫形成したもので季節性のものです。
３月に向けて着実にコントロールして絞り込んでいき、
回転期間も下げていく予定です。



親会社の所有者に帰属する持分合計は10,644億円となり
前年度末より+349億円改善しました。
利益の増加により株主資本比率も39.7％から40.4％に改善しました。

有利子負債は7,736億円となり、前年度末より+495億円の増加となりました。

運転資本の充当やハード販売拡大によるリース資産増加などにより
有利子負債が増加しました。
リコーリースを除くネット有利子負債の増加は、賞与支払いなどの
一時的な季節要因でリコーが短期調達を行ったためです。



営業活動によるキャッシュフローは191億円、
前年同期から-192億円の減少となりました。

当期利益と減価償却は増加しましたが、買掛金の減少などにより
前年同期から減少となりました。買掛金の減少は、前年度末の販売拡大に
対応した仕入れ品の支払い増加によるものです。

投資活動によるキャッシュフローは-624億円、
前年同期から-134億円の支出となりました。

上期にＭ＆Ａ費用として45億円を支出しています。
また、前年同期は有価証券の売却により70億円の収入がありました。

結果として、フリーキャッシュフローは-434億円の支出となりました。

下期に向けて、在庫、売掛金などの運転資本の改善を進め、
フリーキャッシュフローを増加させる見通しです。



上期の計画達成を踏まえ、2015年3月期の通期業績見通しは
売上高2兆2,600億円（前年同期比+2.9％）
営業利益1,400億円（前年同期比+16.3％）
当期利益800億円（前年同期比+9.9％）を継続します。

世界経済は不安定要因があるものの基本的には緩やかな回復傾向にあると
考えています。
欧州経済の回復がやや遅れ気味ではありますが、事務機需要については
緩やかな回復基調にあると認識しています。

リコーでは、２Ｑのハードの売上高が伸張しており、下期にさらに
拡大していきます。

ノンハード売上高も２Ｑから改善方向にあり、ハード拡大に伴い
下期はさらに回復が進む見通しです。
従って、売上高、利益で当初見通しを達成できると考えています。



4月に公表した見通しから変更していません。



2015年3月期の中間配当は17円とさせていただきます。

年間34円の配当金見通しも変更しません。



































【主なQ&A】

Ｑ．昨年度のカラーＭＦＰ供給問題に伴うハードウェア、ノンハード
ウェアへの影響は解消されたと捉えていいのか？

Ａ．7－9月期で、ハードウェア販売面における供給問題の影響は
解消したと考えている。
それに伴いノンハードウェアも確実に回復に向かっている。
下期以降についても、単価下落の継続は想定されるが、
新製品によるコストダウンや、プリントボリューム増加で利益の
下支えはできると考えている。

Ｑ．今期、追加の経費削減、原価低減を行う予定はあるか？

Ａ．現中計で業務プロセスを含めた改革を進めており、下期以降、
さらに経費効率化、コストダウンを進めていく。

Ｑ．フリーキャッシュフロー創出のための新たな取り組みはあるか？

Ａ．資産効率改善に向けて在庫削減、売掛金の回収期間の短期化などの
取組みを行っていく。

Ｑ．期初、営業利益目標1,400億円に対し、できればこれを上回りたい
との意志を示していたが、その前提に変化はあるか？

Ａ．前提に変化は無い。上期は550億円の計画に対しわずかだが
超過した。
第2四半期に入りハードウェアの回復など下期に向けてモメンタム
は良くなってきている。下期はこれに加えてノンハードウェアの回
復を着実に実現していきたい。


